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11 水環境モニタリング調査の実施 

 

１ ねらい（５か年計画から転記） 

「順応的管理」の考え方に基づき、事業実施と並行して、水環境全般にわたるモニタリング調

査を実施し、事業の効果と影響を把握しながら評価と見直しを行うことで、柔軟な施策の推進を

図るとともに、施策の効果を県民に分かりやすく示す。 

 

２ 目標（５か年計画から転記） 

水源環境保全・再生施策の実施効果を評価するために必要な時系列データを収集する。 

 

３ 事業内容（５か年計画から転記） 

① 森林のモニタリング調査 

 当初５年間 

対照流域法等による

森林の水源かん養機

能調査 

水源の森林エリア内の４地域において、調査に必要な量水堰堤や気

象観測装置を設置し、水量や水質、動植物相、土壌、土砂流出量な

どの変化を調査し、長期的な時系列データを収集する。 

人工林の整備状況調

査 

県内の民有林のスギ、ヒノキ人工林（30,000ha）について、５年ご

とに整備状況を調査する。 

 

② 河川のモニタリング調査 

 当初５年間 

河川の流域における 

動植物等調査 

相模川、酒匂川水系において、動物、鳥類、水生植物等を調査する。 

河川水質の多様な指 

標による評価 

県民参加のもとで利用目的等に応じた多様な指標を選定し調査す

る。 

 

③ 情報提供 

 当初５年間 

県民への情報提供 神奈川の水源環境白書（仮称）及びホームページによる情報提供 

※ 地下水のモニタリングについては、「地下水保全対策の推進」の中で実施する。 

 

４ 事業費（５か年計画から転記） 

当初５年間計  ８億4,800万円（単年度平均額 １億7,000万円） 

うち新規必要額 ８億4,800万円（単年度平均額 １億7,000万円） 

 

５ 事業（調査）実施状況 

① 森林のモニタリング調査（対照流域法等による森林の水源かん養機能調査） 

(1) 目的 

「５か年計画」に基づいて行われる水源の森林づくり事業の推進をはじめとする「豊かな

森を育む森の保全･再生のため」の事業が、水源かん養機能等に与える影響・施策効果を長期

的に把握するために行う。 
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森林モニタリング（対照流域法等）の対象地域 

 

湖湖

 

(2) 調査実施予定箇所 

① 宮ヶ瀬ダム上流 

② 津久井湖上流 

③ 三保ダム上流 

④ 酒匂川上流 

 

 

 

 

(3) 調査の概要 

※ 対照流域法：地形その他の条件が似た複数の隣接する流域で、異なる森林施業を行い、その後の各流域の

水流出等の変化を比較していく実験的な調査 

 

(4) 実施スケジュール 

H19 H20 H21 H22 H23 H24以降
(2007) (2008) (2009) (2010) (2011) (2012以降)

新計画

試験流域の設定
中間取りまとめ

モニタリング継続

宮ヶ瀬ダム上流域
（大洞沢）

・既存観測の継続
・事前調査・検討
・流域モデル構築

・既存観測の継続
・施設設置

・事前モニタリング
（既存+新規項目）

・事前モニタリング
・事前モニタリング
・整備実施

・事後モニタリング

津久井ダム上流域
（貝沢）

―
・事前調査・検討
・流域モデル構築

・施設設置 ・事前モニタリング ・事前モニタリング
・事前モニタリング
・整備実施

三保ダム上流域
（箇所未定）

― ―
・事前調査・検討
・流域モデル構築

・施設設置 ・事前モニタリング ・事前モニタリング

酒匂川上流域
（箇所未定）

― ― ―
・事前調査・検討
・流域モデル構築

・施設設置 ・事前モニタリング

30,000 99,000予算額（千円）

実行５か年計画

試験流域の設定
対照流域法等による
モニタリング調査

施策スケジュール

 

 

④ 

③ 

①

② 

手法名

概要

設置予定流域

モニタリング区分

同一斜面に、コンクリート枠の試験区を設定し、森林状態を
変えて、水流出や土壌流出の変化を時系列的に調査し、森
林整備事業結果の評価に参考となる各種データを収集す
る。

未定

量水堰堤、気象等観測ステーション 斜面ライシメーター、気象観測ステーション

斜面ライシメーター法

水・土砂流出量モニタリング

水流出量、土砂流出量、水質、林床植生、気象など

対照流域法

流域環境総合モニタリング

水収支、土壌環境、渓流環境、流域自然環境(生物相）、水
質、気象

　H20：宮ケ瀬湖上流清川村大洞沢
　H21：相模湖上流相模原市相模湖町貝沢

地形、植生、気象条件などが類似した近接する複数流域に量
水堰堤などの観測施設を設置し、異なる典型的な施業を行
い、流域の自然環境や水収支などの変化を時系列的に調査し
て、個別事業の事業結果の評価に参考となる各種データを収
集する。

主要施設・設備

試
験
概
要

モニタリング項目

水文観測（連続測定）

水量・水質調査など

 
効果測定流
域  

流域 対照流域

 

定期的調
査

 森林状
態

 

 

連続気象観
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(5) 調査実施状況 

年 度 実 施 内 容 

19年度 

①事前環境調査（大洞沢） 

②流域モデル構築・改良（大洞沢） 

③測定施設及び観測システムの検討（大洞沢） 

 

20年度 

①試験地の整備（大洞沢） 

②モニタリング調査の実施（大洞沢） 

③モニタリング計画検討、水環境モデルの構築（貝沢） 

21年度 

(計画) 

①試験地の整備（貝沢） 

②モニタリング調査の実施（大洞沢、貝沢） 

③試験流域選定とモニタリング計画検討、水環境モデルの構築（酒匂川流域等） 

 

 

② 森林のモニタリング調査（人工林現況調査）（平成21年度調査） 

(1) 調査の目的 

県内の水源保全地域内に存する民有林人工林の現況を調査し、これまでの「５か年計画」

をはじめとした森林整備に関する事業の効果を確認するとともに、今後の水源環境保全・再

生施策推進のための基礎データを得ることを目的とする。 

 

(2) 調査の対象及び方法 

調査対象は、水源保全地域内の市町村に存する地域森林計画対象民有林のうちの人工林と

し、調査方法は全数調査及び標本（サンプリング）調査によるものとする。 

 

(3) 調査の内容 

ア 森林現況ランク区分調査 

森林計画データの林分（ポリゴン）を調査単位として、その全数について、①森林の整

備状況、②光環境、③下層植生、④土壌状況の項目をそれぞれ目視によりランク区分する

とともに、総合評価をランク区分する。 

 

イ 収量比数調査 

アの調査単位の中から、一定の割合でサンプリングを行い、調査プロットを設けて収量

比数を調査する。 

 

(4) 地区割り 

地区 面積(ha) ポリゴン数 市町村 

１ 11,480 16,104 相模原市、清川村、愛川町 

２ 9,580 14,351 
三浦市、秦野市、厚木市、伊勢原市、海老名市、座間市、寒川町、松

田町、山北町 

３ 8,789 12,073 中井町、大井町、南足柄市、小田原市、箱根町、真鶴町、湯河原町 

合計 29,849 42,528  
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河川モニタリング（動植物等調査）の対象地域 

（相模川水系及び酒匂川水系の取水堰上流域） 

 

③ 河川のモニタリング調査（河川の流域における動植物等調査） 

(1) 目的 

河川水質のモニタリングにつ

いては、従来から調査されてい

るＢＯＤ（生物化学的酸素要求

量）等の水質環境基準項目だけ

では県民に分かりにくい等の課

題があるため、動植物やその他

の多様な指標をもとに河川を調

査するとともに、森林の管理状

況などと密接に関連する河川水

の窒素、ＳＳ（浮遊物質量）な

どの水質項目についても調査し、

水源環境保全・再生に係る施策

の評価や将来の施策展開の方向

性について検討の基礎資料とす

る。また、これらの収集した時

系列データを解析することによ

り経年変化を把握する。 

本調査は、マクロな視点で河川環境を把握していくことにあり、個々の河川対策の実施効

果を検証するための調査については、それぞれの事業等で実施するものとする。 

 

(2) 調査対象河川 

相模川 及び 酒匂川(本川、支川、渓流を含む) 

 

(3) 基本的な考え方 

・ 専門業者（一部専門家）への委託により、水生生物等動植物や、窒素、ＳＳなどの水質

項目について定点観測する。 

・ 具体的には、平成20年度に相模川及び平成21年度に酒匂川の現地調査を実施して現状

の把握と解析を行い、以後５年に１回程度の間隔で現地調査を行い、その経年変化を把握

することを想定して取り組む。 

・ 過去に実施された調査のデータベース化をはかり、過去の状況からの変化についても把

握・解析を行うこととし、一部については19年度に完了している。 

 

(4) 実施スケジュール 

取組内容 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 

・調査計画の策定／過去の調査のデータベース化 ○ ○    

・現地調査  ○    
相
模
川 ・とりまとめ解析  ○ ○   

・調査計画の策定／過去の調査のデータベース化 ○ ○ ○   

・現地調査   ○   
酒
匂
川 ・とりまとめ解析   ○ ○  

・補完調査    ○  

・全体とりまとめ解析    ○  全
体 

・次期５か年計画の検討    ○ ○ 
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(5) 平成19年度実施内容 

① 水生生物を中心とした専門的調査の手法の検討 

② 過去に実施した調査結果のデータベース化 

 

(6) 平成20年度 及び 平成21年度 調査内容 

調査地点 
平成20年度 相模川40地点 

平成21年度 酒匂川40地点 

調査回数・時期 
動植物等調査 年２回（夏及び冬） 

水質項目分析 年12回（毎月１回） 

調査対象動植物等 

調査対象 調査手法 

○ 水生生物（水質等の水環境評価に係る動植物） 

底生動物、魚類、付着藻類、水生植物、両生類 

定量調査、 

定性調査など 

○ 陸域の生物（水生生物の生息等に深く関わる河川環境の評価に係る動植物） 

・鳥類（カワガラス、ヤマセミ、カワセミ、セキレイ類、カワウなど10種前後） 

・河原植物（水生植物と同時に調査する） 

分布調査 

（定性調査） 

○ 生物の生息環境 

ワンドや河床構造等の、生物の生息にとって良好な環境の存在を調査する（底

生動物調査の中で実施） 

分布調査 

＊ 両生類については、カエル類を夏期に全地点１回、サンショウウオについては、夏期に定点と

は別に選定した25の渓流を１回調査する。 

 

調査対象水質項目 pH, BOD, COD, SS, DO, 窒素、リン、TOC、クロロフィル量、流量 

調査方法 
平成 18 年度版河川水辺の国勢調査マニュアル及び水質測定計画に基づく方法に

準ずる。県内の専門家への依頼を含め、専門業者に委託して実施する。 

 

(7) 調査結果の解析等 

動植物調査については調査実施年度に分布データを中心にまとめるとともに、翌年度に過

去からの動植物の生息状況等との比較解析を行う。 

水質については、翌年度に公共用水域の水質調査結果と各地点の調査結果をもとに比較解

析を行う。 
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③河川のモニタリング調査（県民参加型調査） 

(1) 基本的な考え方 

・ 調査は、水環境に係る多様な指標をもとに、県民参加により毎年度河川を調査する。 

・ 精度を確保するため専門家にアドバイザーとして、研修、指導等を依頼する。 

・ 県民が実施した調査によって得られたデータを解析し評価するとともに、５年に１回実

施する「河川の流域における動植物等調査」を補完するものとして活用する。 

 

(2) 県民参加について 

県民から参加者を募って調査を実施する。なお、調査に当たっては、調査の精度を確保す

るため、専門家による事前研修とともに、調査方法、生物の同定など調査中の指導を行う。 

なお、公募以外に流域の市民団体等にも働きかけ、調査を実施するものとする。 

 

(3) 実施スケジュール 

取組内容 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 

準
備 

・調査計画の策定 

・県民参加の仕組み作 

・調査マニュアルの作成 

○     

県
民
調
査 

・調査の実施 

・現地調査 

・とりまとめ解析 

 ○ ○ ○ ○ 

 

(4) 平成19年度実施内容 

① 県民参加による調査の手法の検討 

② 県民参加による調査のマニュアルの作成 

 

(5) 平成20年度 及び 平成21年度 調査内容 

調査地点 

相模川 及び 酒匂川 

（専門家による定点を含め、多くの県民の身近に存在する中下流部やその支川も

重点とする。） 

参加者等 
平成20年度 応募：35人／現地研修会：５回／参加：延べ48人 

平成21年度 応募：46人 

調査回数・時期 年２回程度を目処に随時 

調査対象動植物等 

調査対象 

○ 水生生物 

底生動物、魚類、水生植物 

○ 水質及びその他の指標 

水温、ＣＯＤ（パックテスト）、導電率、pH、ゴミの量、透視度、川底の感触、におい  

調査方法 

動植物調査については定性調査とし、具体的な調査方法は調査マニュアル（平成

19年度作成）に準じて行う。 

水質は、簡易な計測器及びパックテストを用いる。 

その他の指標については、国土交通省の「今後の河川水質管理の指標項目（案）」

に従う。 

なお、調査に必要な機材については貸与する。 
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【参考】神奈川県内河川の底生動物調査 
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【事業（調査）実施箇所図】 

 

 

 

６ ５か年計画進捗状況 

５か年計画においては、事業量などの数値目標を設定していないため記載しない。 

 

 予算執行状況 

５か年計画 

合計額 

平成19年度 

執行額・進捗率 

平成20年度 

執行額・進捗率 

19～20年度 

累計 

平成21年度 

予算額 

８億4,800万円 
3,811万円 

（４％） 

１億7,650万円 

（21％） 

２億1,461万円 

（25％） 
３億305万円 

3,811

17,650
63,339

0% 20% 40% 60% 80% 100%

水環境モニタリング調査

20年度までの進捗率
25％

５か年計画
8億4,800万円
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８ 事業（調査）進捗状況から見た評価 

水環境モニタリング調査の事業実績は、平成19年度に施策調査専門委員会において検討し、そ

れに基づき、平成20年度以降順次、調査を実施している。また、水質調査については、この河川

モニタリング調査の他に、既存の公共用水域の水質調査等も参考とする。 

なお、数値目標を設定していない事業であるため、Ａ～Ｄの４ランクによる評価は行わない。 

 

施策専門委員会における主な意見 及び 調査方法への反映状況 

① 森林のモニタリング調査（対照流域法等による森林の水源かん養機能調査） 

○ 対照流域法については、必要かつ重要な調査であるが、長期間を必要とする調査であり、早急に結果を得ら

れるものではない。 

○ 流量の差は、森林の整備よりも、地形や地質による影響が大きい。したがって、対象流域法では、事前にし

っかり調査した上で、森林の整備の効果を調査することが必要。 

→ 事前モニタリングの期間を３年間設定。 

 

② 河川のモニタリング調査（河川の流域における動植物等調査） 

○ この河川モニタリング調査のみでは評価が難しい。既存の調査、また、過去の調査の活用が必要。 

→ 今後の解析において、既存の公共用水域の水質調査等も参考とする。 

 

○ 大きな河川（本川）では変化が少ないので、小さな河川（支川）も調査対象とする方がよい。 

○ 森林の整備箇所の付近の渓流で、集中的・継続的に調査した方が効果的であり、その場合は、水質よりも水

量と濁度を調査すべき。 

→ 調査地点について、当初の計画案から、上流（渓流）の調査地点を増加。 

 

○ 指標生物の調査においては、両生類は指標として重要であり調査すべき。 

→ 両生類（カエル、サンショウウオ）の調査を追加。 

 

③ 河川のモニタリング調査（県民参加型調査） 

○ 特定のＮＰＯだけでなく、一般県民も参加できるような仕組みにすべき。 

→ 一般県民の参加については公募する一方、調査結果を「河川の流域における動植物等調査」の補完として

活用できる程度の精度を確保するため、調査前に、専門家をアドバイザーとして、研修・指導等を実施する。 

 

９ モニタリング調査実施状況 

10 モニタリング調査結果に基づく評価 

水環境モニタリング調査は、調査の実施であり、水源環境保全･再生のための直接的な効果を目

的とする事業でないため、モニタリング調査は実施していない。 

 

11 総括 

森林のモニタリング調査（対照流域法等）について、平成19年度及び20年度は、予定どおり

調査の検討、観測施設の設置を実施した。調査地点の現況の把握が重要であるため、21年度以降、

当面の間は順次、事前モニタリングを実施しているところである。したがって、５か年計画の期

間中は、事後モニタリングの調査結果が出ないことになるが、その間は、文献調査等で補完する

ことが重要である。 

また、森林のモニタリング調査（人工林の現況調査）も21年度に実施している。今後は、長期

的な施策効果を把握するため、森林の整備前後のデータを蓄積し、検証することが課題である。 

河川モニタリング調査（動植物等調査、県民参加型調査）について、平成19年度は、予定どお

り、調査計画の検討や過去の調査のデータベース化等を実施し、20年度は、県民会議の意見を反

映した計画に基づき、相模川水系の調査を実施し、21 年度は酒匂川水系の調査を実施している。

今後は、長期的な施策効果を把握するため、既存の公共用水域の水質調査等も参考にしながら、
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解析・評価することが課題である。また、県民参加型調査については、県民が幅広く参加できる

ようにするため広報の充実が必要である。 

施策の評価を行うためには、長期にわたる継続的なモニタリング調査が必要である。 

 

○事業の進め方等に対する施策調査専門委員会委員のコメント 

・生物による森林生態系の健全さの指標と評価手法を開発し、生物に視点を置いた効果検証にも取り組んでほしい。 

・各種事業、モニタリング、調査研究等のデータを整理し、専門家やＮＧＯ等を交え、県民に開かれた形で、事業

の効果と影響について、科学的な検証作業を行い、計画や事業を見直していく必要がある。 

 

 


